
力を新発見・再発見してもらうことができた。また、ふるさと納税ＥＣサイト｢Ａｍａｚｏｎ｣の導入や企業版ふ

るさと納税支援業務委託の実施などにより、市外からの寄附及び企業版ふるさと納税の寄附が増えた。

　個々に蓄積したノウハウの共有や、様々な魅力の掛け合わせなどが効果的であることから、部署間の連携体制を強化し

ていく必要がある。また、市内向け・市外向けというような、よりターゲットを絞った魅力発信をしていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 イベントでの魅力発信回数（回） 6 7 11 10 5
指標
成果 住み続けたいと思っている市民の割合（％） 88.1 ― 86.9 90.0 90.0
指標

【ふるさと納税返礼品の電子ポイント「ＰａｙＰａｙ商品券」導入済みの周辺自治体（愛知県内）】
他市との 岡崎市、半田市、刈谷市、安城市、西尾市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、稲沢市、知立市、尾張旭市
比較検証 日進市、清須市、北名古屋市、みよし市、東郷町、大口町、扶桑町、蟹江町、東浦町、南知多町、美浜町、

武豊町、幸田町

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年

Ｄ

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 54,

　

894 27,176 3

Ｏ

5,954 70,62

　

0 合計 35,954,

　

043 円
報償費 1,

∧

097,104 円

財

　

　
源

特定財源 45,7

　

52 660 11,69

実

6 0 需用費 21,78

　

0 円
役務費 80,1

　

89 円

一般財源 9,

施

142 26,516 2

　

4,258 70,62

　

0 委託料 29,896

∨

,360 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 6,212 6,982 5,575 5,345 4,858,610 円

総事業費（①＋②） 61,106 34,158 41,529 75,965

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 戦略的な

和

情報の発信・収集
施策

６

体系
施策の内容 なし

目

年

　
　
　
的

　刈谷が持つ

度

地域資源の魅力を市内

評

外へ発信

主
た
る
内
容

〇

価

市内外イベントでの魅

）

力発信
し、住みたい、

刈

住み続けたい、訪れて

谷

みたい 〇シティセール

市

スの調査研究
まちを目

事

指し、定住人口の増加

務

へ繋げる。 〇ふるさと

事

納税の推進

位
置
づ
け

関

業

連計画

根拠法令

対象者

評

対象者を限定せず 事業

価

期間 平成２６年度 ～

実

シ

施方法 ■直営　■委託

ー

　□指定管理　□補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

当

年度実績 ５年度実績 ６

部

年度実績 ７年度計画

・

企

イベントでの魅力発信

画

　6回・イベントでの

財

魅力発信　7回・イベ

政

ントでの魅力発信　 ・

部

イベントでの魅力発信

一

　　東海発！ＮＨＫど

般

の自慢 ・ふるさと納税

会

の推進 　11回   1

計

0回
　　公開収録イベ

刈

ント開催 ・三世代交流

谷

冊子の刊行 ・ふるさと

の

納税の推進 ・ふるさと

魅

納税の推進
（Ｒ3繰越

力

分） ・市制施行75周

発

年プレイベン ・企業版

信

ふるさと納税の推進 ・

事

企業版ふるさと納税の

業

推進
　　市制施行70

担

周年プラス1事　ト刈

当

谷満喫ナゾめぐり開催

課

（Ｒ5繰越分） ・ふる

企

さと大学応援補助金の

画

　　業プロジェクショ

政

ンマッ ・市制施行75

策

周年プレイベン   交

課

付
　　ピング開催 　ト

款

刈谷満喫ナゾめぐり開

項

催 ・ｅスポーツ大会の

目

開催
　　カリアンブレ

担

ラ開催　等 ・市制施行

当

75周年ＬＩＮＥプ
・

係

ふるさと納税の推進 　

経

レゼントキャンペーン

営

の実
　施　ほか　　

　

管

市制施行75周年プレ

理

イベント刈谷満喫ナゾ

係

めぐりでは、市外から

2

の参加者が約6割に及

1

び、市民だけではなく

2

、本市の

成果
歩みや魅



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　個々の事業の啓

令

発ではなく、行政サー

和

ビスの様々な分野
・法

７

的業務
高い

を横串した

年

情報を市内外へ発信で

度

き、本市の持っている

（

多
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 くの魅力を

和

トータルで啓発できる

６

事業である。また、目

年

的
・市民生活上必要で

度

ある　など が定住促進

評

であることから、選ば

価

れるまちを目指した事

）

業
として必要性は高い

刈

。
　定住促進のターゲ

谷

ットである子育て世帯

市

の参加が見込ま
・コス

事

トの節減、費用対効果

務

普通
れるものや、ふる

事

さと納税のＰＲに適し

業

たイベントに参加
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

することで、効果的に

シ

執行している。
・手段

ー

の最適性　など

　まず

ト

は市が主体となって情

（

報発信すべきであるが

様

、様々
・市が主体とな

式

って実施する
普通

な人

２

々や企業などと推進し

）

ていくことが重要であ

会

り、愛着
妥当性 　べき

計

事業であるか が高まっ

名

てくれば、市民自らが

担

その魅力を発信するこ

当

とが
・総合計画との整

部

合性　など 期待できる

企

。

　定住人口や交流人

画

口の増加することで、

財

市民が元気で地

施策へ

政

の ・施策への貢献度
普

部

通
域がにぎわい、将来

一

にわたり持続可能で発

般

展できるまちと
・目標

会

達成度 なり、市民サー

計

ビスの質も向上する。

刈

貢献度 ・市民サービス

谷

への効果　など

今後の

の

方向性 □拡充　□現状

魅

維持　■改善・効率化

力

　□縮小　□終期設定

発

　□休止・廃止

　引き

信

続き、本市の持つ魅力

事

を磨き上げ、情報を広

業

く知らしめることに加

担

えて、情報を受けた人

当

に魅力を感じてもら
い

課

、「住む」「訪れる」

企

「魅力を他の人に推奨

画

する」など具体的な行

政

動に移してもらえるよ

策

うな効果的な発信・取

課

組
を検討していく必要

款

がある。

項 目 担

Ｃ

当

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

係

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

経

∨

営管理係

2 1 2



、市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,603 43,397 合計 1,603,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 43,397 交付金 1,603,000 円

一般財源 0 0 1,603 0

職員人件費　② 0 0 2,389 2,835

総事業費（①＋②） 0 0 3,992 46,232

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 戦略的な

和

情報の発信・収集
施策

６

体系
施策の内容 なし

目

年

　
　
　
的

　市制施行7

度

5周年の一大イベント

評

として大型

主
た
る
内
容

価

　刈谷市市制施行75

）

周年音楽フェス実行委

刈

員
の屋外音楽フェスを

谷

開催することで、にぎ

市

わ 会に補助金を交付す

事

る。
いの創出、郷土愛

務

の醸成、シティプロモ

事

ーシ
ョンの推進による

業

本市の知名度向上を図

評

る。

位
置
づ
け

関連計画

価

根拠法令

対象者 市制施

シ

行75周年音楽フェス

ー

実行委員会 事業期間 令

ト

和６年度 ～ 令和７年度

（

実施方法 □直営　□委

様

託　□指定管理　■補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 企

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

画

４年度実績 ５年度実績

財

６年度実績 ７年度計画

政

　 　 ・補助金の交付 （

部

Ｒ6繰越分）
　 　 　1

一

,603,000円 ・

般

補助金の交付
　 　 　4

会

3,397,000円

計

　 　 ・開催日　11月

音

1日
　　　―――――

楽

―― 　　　―――――

フ

―― ・会場　  亀城

ェ

グラウンド、
　　　　

ス

  亀城公園
・内容　

開

  音楽ライブ、飲食

催

　　　　　販売、マル

事

シェ等

　実行委員会を

業

組織し、ＨＰやＳＮＳ

担

による情報発信、商店

当

街や企業等との連携体

課

制を構築し、開催機運

企

を高めることが

成果
で

画

きた。

　主な来場者と

政

なり得る若年層を中心

策

にイベントの周知を更

課

に図っていく必要があ

款

る。また、イベントの

項

開閉時間の前後

は特に

目

混雑が予想されるため

担

、複数の交通手段を用

当

意し混雑緩和策を講じ

係

る必要がある。
課題

指

経

標名称（単位）
実績値

営

目標値

４年度 ５年度 ６

管

年度 ７年度 ９年度

成果

理

マルシェ出店数（店）

係

― ― ― 100 ―
指標
成

2

果 協賛・協力事業者数

1

（者） ― ― ― 40 ―
指

2

標
　他市の事例はなく



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市制施行75周

令

年イベントにおける一

和

大イベントとして開
・

７

法的業務
普通

催するこ

年

とで、まち全体でフェ

度

スを盛り上げ、刈谷市

（

の魅
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 力を市内

和

外に広く発信すること

６

ができる。
・市民生活

年

上必要である　など

　

度

円滑かつ盛大に音楽フ

評

ェスを開催するため、

価

そのノウハ
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

ウを持つ団体で構成す

谷

る実行委員会形式とす

市

ることで、に
効率性 ・

事

執行体制の効率性 ぎわ

務

いの創出、地元企業や

事

商店街との連携が図ら

業

れるなど
・手段の最適

評

性　など 効率性は高い

価

。

　75周年イベント

シ

の一大イベントであり

ー

、市及び実行委員
・市

ト

が主体となって実施す

（

る
高い

会が主催し実施

様

していく必要性が高い

式

と考える。また、音
妥

２

当性 　べき事業である

）

か 楽フェスを開催する

会

ことで、本市の更なる

計

にぎわい創出に
・総合

名

計画との整合性　など

担

寄与するものと期待で

当

きる。

　交流人口及び

部

関係人口の増加を図る

企

ことができ、市の認

施

画

策への ・施策への貢献

財

度
高い

知度向上、郷土

政

愛の醸成に寄与するも

部

のと考える。
・目標達

一

成度
貢献度 ・市民サー

般

ビスへの効果　など

今

会

後の方向性 □拡充　□

計

現状維持　□改善・効

音

率化　□縮小　■終期

楽

設定　□休止・廃止

　

フ

令和７年度にイベント

ェ

を開催し、事業終了予

ス

定である。

開催事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

担

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

当

　
∨

課 企画政策課

款 項 目 担当係 経営管理係

2 1 2



1

加価値を生み出すとさ

1

れる「仕掛学」をテー

0

マに講演会を開催した。

　圏域全体の安心感や魅力の向上を図るため、定住自立圏における新たな取組を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 衣浦定住自立圏共生ビジョン懇談会開催回数（回） 1 1 1 3 3
指標
成果 第2次衣浦定住自立圏共生ビジョンに掲げる事業実 92.6 96.3 100.0 100.0 100.0
指標 施率（％）

西尾市定住自立圏共生ビジョン     5事業
他市との 南信州定住自立圏共生ビジョン　　42事業
比較検証 みのかも定住自立圏共生ビジョン　21事業

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 56 409 395 438 合計 394,600 円
委託料 385,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 9,600 円

一般財源 56 409 395 438

職員人件費　② 934 951 987 1,029

総事業費（①＋②） 990 1,360 1,382 1,467

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 マネジ

令

メント方針

基本施策 多

和

様な主体との連携
施策

６

体系
施策の内容 なし

目

年

　
　
　
的

　知立市、高

度

浜市及び東浦町とで形

評

成する衣

主
た
る
内
容

○

価

衣浦定住自立圏共生ビ

）

ジョンの進捗管理及
浦

刈

定住自立圏の中心市と

谷

して関係市町と連携 　

市

び更新
し、圏域全体の

事

安心感や利便性の向上

務

を図る ○衣浦定住自立

事

圏講演会の開催
ととも

業

に、相互のつながりを

評

強め、郷土への 〇ホー

価

ムページによる情報発

シ

信
誇りを創出し、豊か

ー

に暮らすことができる

ト

地
域づくりを進める。

（

位
置
づ
け

関連計画 衣浦

様

定住自立圏共生ビジョ

式

ン

根拠法令 定住自立圏

１

構想推進要綱

対象者 市

）

民、圏域住民 事業期間

会

平成２４年度 ～

実施方

計

法 ■直営　■委託　□

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 企画財政部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

４年度

会

実績 ５年度実績 ６年度

計

実績 ７年度計画

・衣浦

衣

定住自立圏共生ビジョ

浦

・衣浦定住自立圏共生

定

ビジョ ・衣浦定住自立

住

圏共生ビジョ ・衣浦定

自

住自立圏共生ビジョ
　

立

ン懇談会の実施 　ン懇

圏

談会の実施 　ン懇談会

連

の実施 　ン懇談会の実

携

施
・衣浦定住自立圏推

事

進講演会 ・衣浦定住自

業

立圏推進講演会 ・衣浦

担

定住自立圏推進講演会

当

・衣浦定住自立圏推進

課

講演会
　の実施 　の実

企

施 　の実施 　の実施
・

画

ホームページによる情

政

報発 ・ホームページに

策

よる情報発 ・ホームペ

課

ージによる情報発 ・ホ

款

ームページによる情報

項

発
　信 　信 　信 　信

・

目

現行事業の検証及び共

担

生ビ 
  ジョン改定

当

版の策定

　衣浦定住自

係

立圏域の各自治体が、

政

地域の魅力を高めるマ

策

ーケティングや地域活

推

性化に取り組みまちの

進

課題解決のヒント

成果

係

を得る機会とするため

2

、新しいサービス・付
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢

令

化、人口減少などの社

和

会状況下において、す

７

べ
・法的業務

高い
ての

年

市町村がフルセットの

度

生活機能を確保するこ

（

とは困難
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 であ

和

る。そうした状況の中

６

で広域連携は、本市と

年

構成市町
・市民生活上

度

必要である　など が役

評

割分担し生活に必要な

価

都市機能を確保すると

）

ともに、
生活利便性や

刈

地域の魅力の向上を図

谷

る有効な手段である。

市

　本市は、圏域の中心

事

市であることから、職

務

員の負担が構
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

業

通
成市町と比較して大

評

きくなった。しかし、

価

圏域で事業を推
効率性

シ

・執行体制の効率性 進

ー

することで、本市のみ

ト

でなく圏域で費用を分

（

担すること
・手段の最

様

適性　など もでき、一

式

定の効果を上げること

２

ができた。

　定住自立

）

圏構想では、市のみで

会

なく民間事業者も主体

計

と
・市が主体となって

名

実施する
普通

なって事

担

業を推進することが望

当

まれる。また、総合計

部

画と
妥当性 　べき事業

企

であるか の整合性は、

画

各自治体と連携し、「

財

ヒト」「モノ」「カネ

政

｣
・総合計画との整合

部

性　など 「情報」とい

一

った経営資源の合理化

般

を図ることで、住民サ

会

ービスの維持向上をめ

計

ざすと位置付けている

衣

。
　地域の課題への対

浦

応を図り、広域で共同

定

又は連携する取

施策へ

住

の ・施策への貢献度
普

自

通
組を推進している。

立

一方で、市民サービス

圏

への効果につい
・目標

連

達成度 ては、事業を実

携

施する中で把握する必

事

要がある。
貢献度 ・市

業

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　■現状維持　□改

課

善・効率化　□縮小　

企

□終期設定　□休止・

画

廃止

　衣浦定住画自立

政

圏共生ビジョンに掲げ

策

る取組を着実に推進す

課

るとともに、次期ビジ

款

ョンの策定に向けて構

項

成市町と
協議を進めて

目

いく。
　衣浦定住自立

担

圏の魅力や取組を広く

当

発信することで、圏域

係

内の定住促進を図る。

政策推進

Ｃ
 
　
Ｈ
 

係

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

2

∧
　
評
　
価
　
∨

1



2

ートシティ推進協議会

1

の運営スタイルのルー

1

チン化が危惧されるた

0

め、会員企業同士の交流の機会を増やす

など会の活性化を図っていく必要がある。また、社会実装化する取組を増やしていくためのフォローアップを行い、刈谷
課題

スマートシティを更に推進していく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

成果 実証実験の実施累計件数（件） 5 12 23 26 32
指標
成果 社会実装累計件数（件） 0 2 2 3 5
指標

スマートシティに関する協議会の事例　岡崎市、豊田市
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 20,292 18,619 30,649 17,050 合計 30,648,592 円
委託料 30,648,592 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,859 0

一般財源 20,292 18,619 28,790 17,050

職員人件費　② 6,099 6,215 6,450 6,560

総事業費（①＋②） 26,391 24,834 37,099 23,610

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金（県）

８年度以降の事業費見込 0 刈谷スマートウェルネスプロ

Ｄ

ジェクト負担金

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 マネ

令

ジメント方針

基本施策

和

時代の変化に対応した

６

行政運営
施策体系

施策

年

の内容 なし

目
　
　
　
的

度

　地域課題の解決を図

評

り、持続可能なまちづ

価

主
た
る
内
容

○スマート

）

シティ推進協議会の運

刈

営
くりを目指すため、

谷

民間企業等との協働の

市

も ○実証実験の実施
と

事

、ＩＣＴ等の新技術や

務

各種データを活用し
た

事

スマートシティの取組

業

を推進する。

位
置
づ
け

評

関連計画 刈谷市スマー

価

トシティ構想

根拠法令

シ

対象者 市民、事業者 事

ー

業期間 令和４年度 ～

実

ト

施方法 □直営　■委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

企

年度実績 ５年度実績 ６

画

年度実績 ７年度計画

・

財

スマートシティ推進協

政

議会 ・スマートシティ

部

推進協議会 ・スマート

一

シティ推進協議会 ・ス

般

マートシティ推進協議

会

会
　設置 　の開催　　

計

　　　　　 3回 　の

ス

開催　　　　　　　 

マ

4回 　の開催　　　　

ー

　　　 2回
・スマー

ト

トシティ推進協議会 ・

シ

実証実験の実施　　　

テ

 7件 ・実証実験の実

ィ

施　　　11件 ・実証

推

実験の実施　　　 3

進

件
　の開催　　　　　

事

　　 3回 ・社会実装

業

に向けたフォロー
・ス

担

マートシティ構想の策

当

定 　アップ
・実証実験

課

の実施　　　 5件

　

企

課題解決型実証プロジ

画

ェクトで5件の実証実

政

験を選定した。また、

策

フィールド提供型の実

課

証2件、元気な愛知の

款

市町村づ

成果
くり補助

項

金採択の実証1件、愛

目

知県スマートシティモ

担

デル事業採択の実証1

当

件、あいちデジタルヘ

係

ルスプロジェクト採択

み

の

実証1件、国土交通

ら

省共創・ＭａａＳ実証

い

プロジェクト採択の実

共

証1件、合計11件の

創

実証実験を行うことが

係

できた。

　刈谷市スマ
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　複雑化

令

・多様化する課題や産

和

業構造転換に対応し、

７

人口
・法的業務

高い
減

年

少等の変化に備え、未

度

来へ持続可能なまちと

（

するために
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 ス

和

マートシティの取組の

６

必要性は高い。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　企業等と担当課と

評

の調整役として企画政

価

策課が機能し、
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
実証実施の効率化

谷

、最適化を図っている

市

。
効率性 ・執行体制の

事

効率性
・手段の最適性

務

　など

　第8次総合計

事

画における重点戦略の

業

推進にあたっての視点

評

・市が主体となって実

価

施する
普通

として「未

シ

来技術の活用」が位置

ー

付けられ、スマートシ

ト

テ
妥当性 　べき事業で

（

あるか ィに関する取組

様

を推進することで新た

式

な価値の創出を図る
・

２

総合計画との整合性　

）

など とされている。

　

会

複合的な課題への対応

計

を図るため、分野横断

名

的に取組を

施策への ・

担

施策への貢献度
高い

推

当

進することにより、安

部

心・快適が実感できる

企

市民サービ
・目標達成

画

度 スへとつながる。
貢

財

献度 ・市民サービスへ

政

の効果　など

今後の方

部

向性 □拡充　□現状維

一

持　■改善・効率化　

般

□縮小　□終期設定　

会

□休止・廃止

　多くの

計

民間企業等との協働体

ス

制が進み、想定以上の

マ

実証実験を行うことが

ー

できた。令和8年度か

ト

らは段階的な実装を
目

シ

指すフェーズに移行し

テ

ていくため、引き続き

ィ

プロジェクトの有効性

推

を検証するとともに、

進

実証済プロジェクトの

事

社
会実装に向けたフォ

業

ローアップにも注力し

担

つつ、スマートシティ

当

の取組を推進していく

課

。

企画政

Ｃ
 
　
Ｈ

策

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

課

　
∧
　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 みらい共創係

2



2

寄与する団体間におけ

1

る協働の枠組みを構築

1

するための調査研究をする必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 関係団体と連携したイベント開催（回） － － 6 8 8
指標
活動 高齢者雇用（人） 63 72 84 85 85
指標

岡崎市：一般財団法人岡崎パブリックサービス
他市との 豊田市：公益財団法人豊田市文化振興財団
比較検証 西尾市：西尾市都市施設管理協会

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,659 29,385 39,638 47,565 合計 39,637,721 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 39,637,721 円

一般財源 21,659 29,385 39,638 47,565

職員人件費　② 15,209 16,957 239 243

総事業費（①＋②） 36,868 46,342 39,877 47,808

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 マネジ

令

メント方針

基本施策 時

和

代の変化に対応した行

６

政運営
施策体系

施策の

年

内容 なし

目
　
　
　
的

　

度

市が設置し、又は運営

評

する施設の目的を効

主

価

た
る
内
容

○一般社団法

）

人刈谷にぎわいオフィ

刈

スが行う
果的に達成し

谷

、にぎわいの創出に寄

市

与する団 　にぎわい創

事

出事業及び施設運営に

務

係る経費
体の活動の促

事

進及び関係団体間にお

業

ける協働 　の補助
の促

評

進を図る。

位
置
づ
け

関

価

連計画  

根拠法令  

対

シ

象者 一般社団法人刈谷

ー

にぎわいオフィス 事業

ト

期間 令和６年度 ～

実施

（

方法 □直営　□委託　

様

□指定管理　■補助・

式

助成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

企

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

画

度実績 ５年度実績 ６年

財

度実績 ７年度計画

・都

政

市施設管理協会運営等

部

委 ・都市施設管理協会

一

運営等委 ・補助金額　

般

39,637,721

会

円 ・補助金額　47,

計

565,000円
　託

に

内訳 　託内訳 ・事務局

ぎ

の運営管理 ・事務局の

わ

運営管理
　　事務局の

い

運営管理 　　事務局の

オ

運営管理 ・にぎわいの

フ

創出に寄与する
　　役

ィ

員・監査員の報酬 　　

ス

役員・監査員の報酬 　

補

団体が実施する事業・

助

事務
　　臨時職員の雇

事

用5人 　　臨時職員の

業

雇用5人 　の企画、調

担

整、調査及び研
　究

　

当

一般社団法人刈谷にぎ

課

わいオフィスの運営管

企

理に対し補助を行うこ

画

とで、公共施設に関す

政

る知識、経験を有する

策

人材の

成果
活用による

課

安定した施設管理並び

款

に高齢者雇用の創出及

項

び経費節減に寄与する

目

ことができた。また、

担

にぎわいオフィスが

に

当

ぎわいの創出に寄与す

係

る団体との連絡会を実

経

施することで、協働の

営

枠組みを構築するため

管

の現状把握及び意見交

理

換を行

った。

　引き続

係

き、にぎわいの創出に



貢献した。

　市民のコミュニティＦＭに対する認知度を向上させる方法を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 衣浦東部地区を中心に広域で共同又は連携している 10 10 10 10 10
指標 事業数（事業）
成果 効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 58.8 ー 55.4 60 60
指標 （％）

コミュニティＦＭ番組制作負担金（令和6年度予算）
他市との 碧南市 5,505,412円、安城市　9,849,639円、知立市　4,552,080円
比較検証 （衣浦東部広域行政圏協議会処務規定に基づき、均等割、人口割、面積割で算出）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,641 7,641 7,644 7,647 合計 7,644,262 円
旅費 660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 7,643,602 円

一般財源 7,641 7,641 7,644 7,647

職員人件費　② 580 575 597 486

総事業費（①＋②） 8,221 8,216 8,2

Ｄ

41 8,133

建
設
事

　

業

全体事業費（単位：

　

千円） 0 ６年度特定財

　

源名称

６年度までの累

Ｏ

積事業費 0

８年度以降

　

の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 マネジメント方針

令

基本施策 多様な主体と

和

の連携
施策体系

施策の

６

内容 なし

目
　
　
　
的

　

年

碧南市、安城市、知立

度

市及び高浜市と連携

主

評

た
る
内
容

○衣浦東部広

価

域行政圏協議会におけ

）

る広域課
を図りながら

刈

、高度化・多様化する

谷

市民ニー 　題の検討、

市

行政圏計画の推進
ズへ

事

の対応や行財政の効率

務

化を目指す。 ○コミュ

事

ニティＦＭ番組の制作

業

位
置
づ
け

関連計画 衣浦

評

東部広域連携推進ビジ

価

ョン（第4次広域行政

シ

圏計画）

根拠法令 衣浦

ー

東部広域行政圏協議会

ト

規約

対象者 対象者を限

（

定せず 事業期間 ～

実施

様

方法 ■直営　□委託　

式

□指定管理　□補助・

１

助成　■その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ

画

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

財

度実績 ５年度実績 ６年

政

度実績 ７年度計画

・衣

部

浦東部広域行政圏協議

一

会 ・衣浦東部広域行政

般

圏協議会 ・衣浦東部広

会

域行政圏協議会 ・衣浦

計

東部広域行政圏協議会

広

　負担金　56,30

域

0円 　負担金　57,

行

400円 　負担金　5

政

9,900円 　負担金

事

　59,000円
・コ

業

ミュニティＦＭ番組制

担

作 ・コミュニティＦＭ

当

番組制作 ・コミュニテ

課

ィＦＭ番組制作 ・コミ

企

ュニティＦＭ番組制作

画

　負担金　7,584

政

,185円 　負担金　

策

7,583,651円

課

　負担金　7,583

款

,702円 　負担金　

項

7,583,697円

目

・検討課題協議（協議

担

会・幹 ・検討課題協議

当

（協議会・幹 ・検討課

係

題協議（協議会・幹 ・

政

検討課題協議（協議会

策

・幹
　事会・担当者会

推

） 　事会・担当者会）

進

　事会・担当者会） 　

係

事会・担当者会）

　コ

2

ミュニティＦＭ番組制

1

作を通じ、市政情報の

1

発信や地域のニュース

0

・トピックスを届けることによる地域の活性化、

成果
まちづくりに



ことができた。

　一部の指標について、社会・経済状況の変化など外部要因に左右されるもののあるため、その設定が適切であるかどう

か継続して検討していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 事務事業評価シート公開（事業） 832 828 839 784 800
指標
成果 効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 58.8 55.4 60 60
指標 （％）

施策評価の内部評価実施自治体（令和５年度総務省調査）　33市町村
他市との 　名古屋市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、豊川市、津島市、碧南市、豊田市、蒲郡市、江南市、小
比較検証 牧市、新城市、東海市、大府市、知多市、知立市、尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊明市、田原市、愛西市、

清須市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、長久手市、豊山町、大口町、東浦町、南知多町

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,839 0 合計 3,839,000 円
報償費 308,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 1,045,000 円
委託料 2,486,

Ｄ

000 円

一般財源 0

　

0 3,839 0

職員人

　

件費　② 0 0 3,18

　

5 0

総事業費（①＋②

Ｏ

） 0 0 7,024 0

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ６年度特

∧

定財源名称

６年度まで

　

の累積事業費 0

８年度

　

以降の事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 マネジメント

令

方針

基本施策 時代の変

和

化に対応した行政運営

６

施策体系
施策の内容 な

年

し

目
　
　
　
的

　行政評

度

価の客観性を確保する

評

とともに、市

主
た
る
内

価

容

○行政評価委員会に

）

よる外部評価の実施
民

刈

に対する説明責任を果

谷

たすため、外部委員 ○

市

市民意識調査の実施
に

事

対して意見を求め、効

務

果的かつ効率的な行
政

事

運営を推進し、第8次

業

刈谷市総合計画に掲げ

評

た施策の実現を図る。

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市行政経営方針

根拠法

ー

令 刈谷市自治基本条例

ト

、刈谷市行政評価委員

（

会設置要綱

対象者 市、

様

市民、市職員 事業期間

式

平成２３年度 ～

実施方

１

法 ■直営　■委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 企画財

Ｂ
　

政

事
　
業
　
実
　
績

４年度

部

実績 ５年度実績 ６年度

一

実績 ７年度計画

・事務

般

事業評価の実施 ・事務

会

事業評価の実施 ・行政

計

評価委員会による外部

行

・事務事業評価の実施

政

　一般会計事業　83

評

2事業 　一般会計事業

価

　828事業 　評価の

推

実施 　一般会計事業　

進

784事業
・市民意識

事

調査の実施 ・事務事業

業

評価の実施
　対象　　

担

市民　　　5,000

当

人 　一般会計事業　8

課

39事業
　　　　　小

企

中学生　2,898人

画

・市民意識調査の実施

政

　回答率　市民　　　

策

67.8％ 　対象　　

課

市民　　　5,000

款

人
　　　　　小中学生

項

　88.5％ 　　　　

目

　小中学生　2,79

担

7人
　回答率　市民　

当

　　59.3％
　　　

係

　　小中学生　78.

経

5％

　第8次刈谷市総

営

合計画の重要業績評価

管

指標（ＫＰＩ）の進捗

理

状況、各方向性に関連

係

する令和5年度の主な

2

事業の実績及び

成果
成

1

果等の評価を実施し、

1

透明性の確保、市民の

0

政策への理解を深める


